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第３－２－16 図 民間非金融機関の対外直接投資と国内固定資産 

2000 年対比、対外直接投資残高は 5.6 倍と大幅に増加した一方、国内資産は 1.1 倍と横ばい 
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第３節 人口減少時代における対外経済構造変化と対外依存リスクの低減 

 

本節では、人口減少時代の対外経済構造を踏まえた課題と対応のうち、輸入依存度

が高いエネルギーや食料について、対外依存をコスト面も含めて抑制するためには何

が必要かについて検討する。 

 

１ 対外エネルギー依存のリスク低減に向けた課題 

 

（対外エネルギー依存度は９割弱で、地域的には中東依存度が９割弱） 

輸出入バランスをみると、資源を持たない我が国にとって必須輸入品である食料品

や原料品、鉱物性燃料の輸入超過を、機械類を中心とした製造業部門の輸出超過によ

り賄う構造が定着している（第３－３－１図）。特に鉱物性燃料の輸入金額は大きく、

原油価格等の市況に輸入物価が大きく左右されるため、交易利得の悪化にも繋がりや

すい（第１節３項参照）。 

 

  

（備考） 日本銀行「資金循環統計」、内閣府「国民経済計算」により作成。 
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第３－３－１図 主要品目別にみた輸出入バランス 

食料品、鉱物性燃料などの必須輸入品の輸入超過を製造業部門の輸出超過で賄う構造が定着 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

こうした下で、我が国の対外エネルギー依存度は、長らく 80％前後で推移してき

たが、東日本大震災後の原子力発電の停止により、火力発電などの石化電源比率が高

まったことで、2014 年度には対外エネルギー依存度は 94％にまで達した。その後、

原子力発電所の一部再稼働や再生可能エネルギーの緩やかな増加により、2018 年度

には 88％まで低下したが、それでも対外エネルギー依存度は極めて高い。ＩＥＡの

2017 年推計によると、我が国の対外エネルギー依存度はＯＥＣＤ加盟国 35 か国中ル

クセンブルグの次に高く、世界的にみてもエネルギー供給に脆弱性を抱えている。さ

らに、石化電源の大部分を占める原油は、９割弱を中東からの輸入に頼っているほか、

原油輸入全体の約８割が輸送時にホルムズ海峡を通過するなど、中東の地政学リスク

も常に抱えている。また、エネルギー源の多くを温室効果ガス排出量の多い石化電源

に依存している状況は、持続可能な開発目標（ＳＤＧｓ）を実現する観点からも望ま

しくない（第３－３－２図、第３－３－３図）。 

 

  

（備考）財務省「貿易統計」により作成。 
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第３－３－２図 我が国の対外エネルギー依存度とエネルギーミックス 

原子力発電の稼働停止による石化電源比率の高まりから、対外エネルギー依存度は高水準 

（１）エネルギーの対外依存度 （２）エネルギーミックス（電源構成）

 

 

 

第３－３－３図 原油輸入の中東依存及びホルムズ海峡通過リスク 

原油の９割弱を中東から輸入。加えて原油輸入の８割弱がホルムズ海峡を通過 

（１）原油輸入の中東依存 （２）原油輸入のホルムズ海峡通過率

 

 

 

（備考） １．資源エネルギー庁「総合エネルギー統計」により作成。

２．（１）は、IEA が公表する自給率と考え方を整合させて計算した自給率を基に算出。 

３．（２）は、投入量による電源構成。

（備考）資源エネルギー庁「平成 30 年度エネルギーに関する年次報告（エネルギー白書 2019）」、「資源・

エネルギー統計年報」、U.S. Energy Information Administration “The Strait of Hormuz is the

world’s most important oil transit chokepoint(2019.7)”により作成。

ホルムズ海峡通過率

約８割（2018 年）
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（企業・家計のエネルギーコスト負担は高く、負担低減に向けた対策が必要） 

エネルギーの供給安定化には、対外依存度を低減させることが効果的であるが、そ

うした場合、エネルギーコスト負担がどうなるかを確認してみよう。 

まず、各種電源別の発電コストを比較すると、発電コストは原子力が最も低く、次

いで石炭火力、ＬＮＧ火力が低くなっている。一方で、石油火力や再生可能エネルギ

ーの発電コストは高い（第３－３－４図）。 

電力・ガス各社は経済性を考慮し、石化電源の中では低コストの天然ガス（ＬＮＧ

等）や石炭を多く利用しているが、輸送コストがかかることなどから国際的にみれば

ＬＮＧの平均輸入価格は欧米対比で高い。この結果、電力・ガス料金など企業・家計

のエネルギーコスト負担も欧米対比で高く、とりわけ、家計の負担が高い（第３－３

－５図）。 

現状で利用可能な技術を前提としてエネルギーの対外依存度を低減するためには、

原子力発電ないし再生可能エネルギーへと電源をシフトしていく必要がある。ただし、

原子力発電については、安全性確保の必要性などから、すぐに震災前のレベルにまで

稼働率を高めることは困難と考えられるため、再生可能エネルギーへのシフトを推進

することが現実的であるようにも思われる。もっとも、その場合、再生可能エネルギ

ーは石化電源よりも発電コストが高いため、現状でさえ欧米対比で高いエネルギーコ

スト負担を、更に企業・家計に強いることとなる。このため、エネルギーの対外依存

度低減を実現するには、電源構成の変更だけでなく企業・家計といった需要側のコス

ト負担に配慮した対応も求められる。 

 

第３－３－４図 各種電源別の発電コスト（2014 年モデルプラント試算結果） 

発電コストは、原子力が最も安く、石油火力や再生可能エネルギーは高い 
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（備考）資源エネルギー庁「長期エネルギー需給見通し小委員会に対する発電コスト等の検証に関する報告」

（2015 年５月）により作成。 
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第３－３－５図 石化電源の内訳とエネルギーコストの国際比較 

原子力発電の稼働停止による石化電源比率の高まりから、対外エネルギー依存度は高水準 

（１）石化電源の内訳（2018 年） 

 

  

 

 

（２）エネルギーコストの国際比較（2017 年） 

①  ＬＮＧ輸入平均価格 

 

 

 

 

 

 

 

②  電気料金 

［産業用］ ［家庭用］ 

 

 

 

 

 

 

 

 

③  ガス料金 

［産業用］ ［家庭用］ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 （備考）資源エネルギー庁「総合エネルギー統計」、「エネルギー白書（2019）」により作成。 
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〇再生可能エネルギー
・主力電源化への布石

・低コスト化、系統制約の克服、火力調整力の確保

〇原子力
・依存度を可能な限り低減

・不断の安全性向上と再稼働

〇化石燃料
・化石燃料等の自主開発の促進

・高効率な火力発電の有効活用

・災害リスク等への対応強化

2030年に向けた対応

〇再生可能エネルギー
・経済的に自立し脱炭素化した主力電源化を目指す

・水素/蓄電/デジタル技術開発に着手

〇原子力
・脱炭素化の選択肢

・安全炉追及/バックエンド技術開発に着手

〇化石燃料
・過渡期は主力、資源外交を強化

・ガス利用へのシフト、非効率石炭フェードアウト

・脱炭素化に向けて水素開発に着手

2050年に向けた対応

（エネルギーの権益の拡大・分散と、コストの低下の両方が必要） 

2018 年に政府が策定した「第５次エネルギー基本計画」によると、安全優先

（Safety;技術・ガバナンス改革による安全の革新）、資源自給率（Energy security;

技術自給率向上/選択肢の多様化確保）、環境適合（Environment;脱炭素化への挑戦）、

国民負担軽減（Economic efficiency;自国産業競争力の強化）の「３Ｅ＋Ｓ」原則の

下で、長期的に安定した持続的・自立的なエネルギー供給を目指している。具体的に

は、2030 年及び 2050 年に向けた中・長期のロードマップを描き、2050 年には再生可

能エネルギーを低コスト化し、主力電源に見据えるほか、原子力も脱炭素化の選択肢

として残す。石化燃料は、自主開発を促進し、資源外交を強化するとともに、低炭素

のガス利用へのシフトや非効率石炭フェードアウトを目指すとしている（第３－３－

６図）。こうした政府のエネルギー政策は、エネルギーの対外依存度とコスト低下（権

益拡大・分散、再生エネルギーのコスト低下、原子力発電の安全稼働）を目指すもの

であり、方向性としては望ましい。 

 

第３－３－６図 第５次エネルギー基本計画の概要（一部抜粋） 

2050 年には再生可能エネルギーの主電源化を目指す。原子力も脱炭素化の選択肢 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 では、これらの目標に向けた現状を確認しよう。まず、石化燃料の権益拡大の状況

について、我が国の石油・天然ガスの自主開発比率の推移をみると、緩やかに上昇し、

2009 年度からの８年間で６％増加している（第３－３－７図）。商社や電力・ガス各

社、石油天然ガス・金属鉱物資源機構（ＪＯＧＭＥＣ）など官民一体となって、アメ

リカ、カナダ、オーストラリアなどでの権益拡大を積極的に進めており、目標として

いる「2030 年に自主開発比率 40％以上」の実現に向けて一層の取組が期待される。 

 

（備考）資源エネルギー庁「第５次エネルギー基本計画」により作成。 
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第３－３－７図 我が国の石油・天然ガスの自主開発比率 

石油・天然ガスの自主開発比率は上昇しているが、そのペースは緩やか 

 

 

 次に、再生可能エネルギーについて確認する。固定価格買取制度18が 2012 年に導入

されて以降、再生可能エネルギーは、太陽光発電を中心に設備設置容量は急速に増加

している。また、太陽光発電電力の買取価格は毎年低下しているものの、エネルギー

ミックスに占める再生可能エネルギーの比率が高まる下で、企業・家計の電力コスト

負担は増加している。再生可能エネルギー発電促進賦課金を通じた負担は世帯当たり

月額 767 円19（年間 9,204 円）（2019 年度）となっており、日本全体（5,340 万世帯：

15 年国勢調査時点）では実に 4,900 億円/年もの負担増になっている。再生可能エネ

ルギーの負担は、仕組み上、今後とも増加が続く見通しにある。また、太陽光発電シ

ステムの設置費用（工事費＋モジュール価格）は欧州の約２倍と高く、非効率なエネ

ルギー源となっている。設置コストの低減や電力買取価格の引下げに今後も取り組む

必要がある（第３－３－８図）。 

 

 

 

 

 

 

                                                  
18 固定価格買取制度とは、再生可能エネルギーで発電した電気を電力会社が一定期間中同じ価

格で買い取ることを国が約束する助成制度。再生可能エネルギーの普及を目的に、2012 年７月

に導入（2017 年４月に改定）。電力会社が電気を買い取る際にかかる費用の一部を、電気を使用

している各家庭から再生可能エネルギー発電促進賦課金を徴収することで買取価格が保証され

ている。 
19 経済産業省。 
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（備考）資源エネルギー庁「我が国の石油・天然ガスの自主開発比率」により作成。 
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第３－３－８図 再生可能エネルギーの設置容量とコスト負担 

固定価格買取制度導入により設置容量は大幅に増加。買取価格は低下するもコスト負担は増加 

（１）再生可能エネルギー設備設置容量 （２）太陽光買取価格と電気料金賦課金 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（３）日欧の太陽光発電（非住宅）の設置コストの比較 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

最後に、原子力発電についてみると、2030 年のエネルギーミックスの政府目標（電

源構成）は原子力が 20～22％となっている。この政府目標に対し、現状では、国内原

発 33 基中８基しか稼働できておらず20、エネルギーミックスに占める原子力の割合

は６％程度にとどまっている（第３－３－２図（２））。政府目標を達成するには 30

基程度稼働させる必要があり、目標達成に向けて、適切な安全評価はもちろんのこと、

国民の理解を得るために、より丁寧な説明を根気強く行う必要がある。 

また、原子力発電の再稼働や再生可能エネルギーの活用は、気候変動問題の原因の

一つと考えられている温室効果ガスの削減にもつながる。世界的に持続可能な開発目

                                                  
20 2019 年 12 月時点。 

（備考）資源エネルギー庁「国内外の再生可能エネルギーの現状と今年度の調達価格等算定委員会の論点案 

（2019 年９月）」、「再エネのコストを考える（2017 年９月）」により作成。 
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標（ＳＤＧｓ）の実現が課題となる中、我が国にとっても温室効果ガス排出量の削減

は重要な課題の一つである。我が国の温室効果ガス排出量をみると、原子力発電の稼

働停止により 2013 年にかけて増加したが、その後は原子力発電の再稼働や再生可能

エネルギーの増加、省エネへの取組とともに減少し、2018 年には経済活動が著しく

停滞した 2009 年の水準を僅かに下回っている。世界では、地球温暖化対策や再生エ

ネルギーなど、環境分野への取組に特化した資金調達を目的に発行するグリーンボン

ドの市場規模が拡大しており、企業経営の観点からも注目されるなか、温室効果ガス

排出量削減に向けて、より経済的な再生可能エネルギーの活用と安全な原発再稼働が

期待される（第３－３－９図）。 

 

第３－３－９図 我が国の温室効果ガス排出量と世界のグリーンボンド発行状況 

温室効果ガス排出量は減少傾向。グリーンボンドの発行は世界的に増加 

（１）我が国の温室効果ガス排出量 （２）世界のグリーンボンド発行状況 

（資金使途別） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

２ 対外食料依存のリスク低減に向けた課題 

 

（現状の食料自給率は４割弱であり、低下には高齢化の影響もある） 

最後に、エネルギーに次ぐ必須輸入品目である食料の対外依存低減に向けた課題に

ついて検討する。我が国の食料自給率21は、1960 年代から 90 年代半ばにかけて低下

し、その後はおおむね横ばいとなり、近年では４割弱、すなわち６割強を海外からの

食料供給に依存する状態となっている。食料自給率は、主要先進国の中でも最低水準

となっている。また、品目別では、大豆や小麦の９割程度、果実の６割程度、肉類の

                                                  
21 食料自給率とは、国内の食料消費が国産でどの程度賄えているかを示す指標。また、食料自

給率の計算方法としては、国内で生産した食料を熱量で換算するカロリーベースと金額で換算

する金額ベースとがあるが、本稿ではカロリーベースの食料自給率を用いている。 

（備考）環境省により作成。 
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５割程度を海外に依存しているが、食生活の変化に伴い自給率の高い米や野菜の消費

量が減少傾向にある一方、乳製品や肉類の消費量が増加傾向にある（第３－３－10

図）。 

 

第３－３－10 図 我が国食料の対外依存 

食料の６割強を海外に依存。自給率の高い米や野菜の消費量は食生活の変化とともに減少 

（１）食料自給率の推移 （２）主要国の食料自給率 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（３）品目別の海外依存度（2018 年度） （４）日本人の食料消費（１人１年あたり） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

こうした食料自給率の将来を考えるにあたり、人口動態は無視できない。人口減少

は食料需要自体を減少させると考えられるが、同時に、農業就業人口も減少すれば、

自給率は更に低下する。 

 実績を振り返ると、需要要因となる総人口は、2005 年から 2015 年の 10 年間で１％

弱と緩やかに減少してきた（前項 第３－２－１図）。他方、供給の前提となる農業

の就業人口は４割弱も減少している。また、就業人口の年齢構成別に確認すると、特

（備考） １．農林水産省「食料需給表」、「諸外国の食料自給率等」により作成。 
     ２．供給熱量ベースの総合食料自給率を基に計算。 
     ３．（４）図は国民１人１年あたりの供給純食料。 
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に 40～50 歳台層が大幅に減少し、2015 年時点でも 60 歳以上の比率が６割弱にまで

高まっている（第３－３－11 図（１））。農業就業人口の減少が一人当たり農地の増加

になれば、生産性の上昇という形を通じて供給能力に悪影響を及ぼさないとも考えら

れるが、農業就業人口の平均年齢が 66 歳という現状に鑑みれば、耕作放棄地が増え

る可能性等も否めない（第３－３－11 図（２））。このため、特段の対策を取らない限

りは、人口減少以上に農業の担い手不足が進むと考えられる。 

 実際、2000 年の自給率について、分子である国内生産を生産年齢人口の変化、分母

である消費を総人口で変化させて実績値と比べると、両者はおおむね実績値と一致し

ており、食料自給率の下落は概ね人口要因と符合している。ただし、実績値は推計値

よりも僅かながら高く、生産性の向上といったその他の影響もある（第３－３－12

図）。今後も、食料自給率は人口要因に影響されると見込まれるが、農業の生産性を

高めることで自給率を押し上げることは可能である。 

 

第３－３－11 図 農業就業人口の変化と耕作放棄地 

農業就業人口は 10 年間で中年層を中心に大幅に減少。60 歳以上比率は６割弱まで上昇 

 

（１）農業就業人口の変化 （２）耕作放棄地の推移 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（備考）１．農林水産省「農林業センサス」により作成。 
２．「耕作放棄地」とは、「以前耕作していた土地で、過去１年以上作物を作付けせず、こ 
  の数年の間に再び作付けする意思のない土地」。 
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第３－３－12 図 人口動態のみを勘案した食料自給率の推計 

食料自給率は主に人口要因で変動。生産性向上により、実績は推計を僅かに上回っている 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（他方、食料輸入先の分散は進み、輸出が増加して国内生産は下げ止まり） 

食料自給率が低い場合であっても、輸入先を多様化、分散することで、輸入先の地

政学リスクや天候等による供給制約のリスクを低減することはできる。その際、対外

直接投資を通じて海外における生産過程から関与することで、より供給の安定化を図

ることも可能だろう。また、輸入を減少させずとも、輸出を拡大することが出来れば

国内生産は増加し、一定の農業基盤を維持することは可能となる。すなわち、「輸出」

の強化は食料自給率の上昇要因であり、我が国の食料生産能力を強化することにもつ

ながる。 

 まず、輸入先の多様化・分散について、我が国の食料品輸入の推移を主要地域別に

みると、アジアや北米からの輸入が過半を占めるが、1990 年からの約 30 年間で中南

米や欧州、大洋州など他の地域からの輸入も着実に増やしている（第３－３－13 図）。 

 その結果、食料の輸入先数は約 30 年間で欧州、アジア、太平洋州など様々な地域

で約 30 か国増加したほか、輸入先の集中度（HHI 指数22）は低下傾向にあるなど、食

料輸入先の分散化が進んでいる（第３－３－14 図）。 

  

                                                  
22 ハーシュマン・ハーフインダール指数（HHI 指数）とは、市場占有率の度合いを示す指数。市

場占有率（％）の２乗の和で算出し、10,000 に近いほど独占状態であることを示す。 
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（備考）１．農林水産省「食料需給率表」、厚生労働省「平成 29 年国民健康・栄養調査」、国立社会保 
      障・人口問題研究所「日本の将来推計人口（平成 29 年推計）報告書」により作成。 

２．供給熱量ベースの総合食料自給率。 
３．2000 年の年代別（１～14 歳、15～69 歳、70 歳～）の平均摂取熱量を算出し、2000 年の一日一人あた 

りの供給熱量と 2017 年の全世代の平均摂取熱量の比をもとに、それぞれの世代の一日一人あたりの供 

給熱量を算出。 

  各年代の供給熱量と各年代の人口数の積をもとに、2000 年以降の一日一人あたりの供給熱量を推計。 

４．一日一人あたりの国産供給熱量は、15 歳以上 65 歳未満の人口推移の変動率をもとに推計。 
７．実績の自給率は年度ベース、人口は、年ベースで試算。 
８．人口推計は 0～14 歳、15～64 歳、65 歳～の区分で算出しているため、供給熱量の年代と乖離がある。 
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第３－３－13 図 我が国の地域別食料輸入の推移 

アフリカ州を除く全ての地域から輸入が増加。特に中南米や欧州からの増加率が高い 

（１）地域別食料輸入額 （２）地域別食料輸入額の伸び率 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

第３－３－14 図 食料輸入先数の変化と輸入先の分散化 

食料輸入先は 1990 年からの約 30 年間で 33 先増加。この結果、輸入先の集中度は低下 

（１）食料輸入先数変化（1990 年→2018 年） （２）輸入先の集中度と輸入先数の推移 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

世界に目を転じると、世界人口の増加とともに世界の食料需要は右肩上がりで増え

ており、生産量もそれに連れて増加している。もっとも、世界の主要産地における天

候不良など様々な要因により、生産量が需要量を下回る年も見受けられる。我が国が

その多くを輸入に頼っている大豆や小麦などの主要食料品価格は 2000 年代に入ると

上昇し、90 年代から比べれば今も高い水準にある（第３－３－15 図）。このように、

（備考）財務省「貿易統計」により作成。 

（備考）財務省「貿易統計」により作成。 
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世界的に需要が拡大している食料を、安価で安定的に確保するかは、我が国のみなら

ず世界的にも重要な課題の一つとなっている。例えば、中国では、国内需要の増加と

ともに、主要穀物の輸出が減少する一方、輸入が増加するなど、時代の変遷とともに

世界の食料事情は変化している（第３－３－16 図）。そうしたことも視野に、安価で

安定的な食料輸入に努める必要がある。 

 

 第３－３－15 図 世界の食料需給と国際食料品市況 

食料の６割強を海外に依存。自給率の高い米や野菜の消費量は食生活の変化とともに減少 

（１）世界の食料需給 （２）国際食料品市況 
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（備考）１．USDA「World Agricultural Supply and Demand Estimates」、Bloomberg により作成。 
２．（１）は小麦、粗粒穀物（とうもろこし、大豆、ソルガム等）、米（精米）の計。 

３．食料価格指数は、食肉、乳製品、穀物、油糧種子、砂糖の５つの商品グループの国際取引価格 

により構成されている。 
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第３－３－16 図 中国の小麦・大豆の輸出入の変化 

中国では、国内需要の拡大とともに、主要穀物の輸出は減少、輸入は増加 

（１）小麦の輸出入 （２）大豆の輸出入 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

食料自給率を考えるうえで、もう一つのポイントとなる食料の「国内生産」と「輸

出」について検討する。これらを検討するにあたり、我が国農業のＧＤＰや食料品輸

出の動向を確認してみよう。 

まず、我が国農業の名目ＧＤＰは、1990 年度代以降減少傾向にあったが、2015 年

度以降は耕種や畜産を中心に増加に転じており、下げ止まったようにみられる。また、

一人当たりの農業実質ＧＤＰは増加を続けている（第３－３－17 図）。 

 

第３－３－17 図 我が国農業の名目ＧＤＰと一人当たり実質ＧＤＰ 

耕種や畜産を中心に農業名目ＧＤＰは下げ止まり、一人当たり農業実質ＧＤＰは増加 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

   

（備考）Food and Agriculture Organization of the United Nations により作成。 

（備考）農林水産省「農業・食料関連産業の経済計算」、「農業構造動態調査」により作成。 
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次に、我が国の飲食料品輸出の推移をみると、2013 年頃を境に急速に拡大し、2018

年には、90 年対比で約３倍まで増加している。個別の主要品目別に 90 年からの伸び

率をみると、和牛などを中心に肉類（加工品含む）が約 20 倍、日本酒などのアルコ

ール類を中心に飲料が約 9.5 倍と政府によるＰＲやインバウンドの増加による日本

食ブランドの認知及びブームがこうした輸出の増加を後押ししていると考えられる。

また、健康志向や食の安全に対する意識が世界的に高まるなかで、果実（4.6 倍）、魚

介類（調製品含む、2.6 倍）や米（358 倍）23などの輸出も増加している（第３－３－

18 図）。 

  

第３－３－18 図 我が国の飲食料品輸出 

飲食料品の輸出は、日本食ブランドの認知度の高まりや健康・安全志向を背景に増加 

（１）飲食料品輸出の推移 （２）個別品目別にみた輸出伸び率 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

このように、我が国の農業は、農業就業者が減少する中にあっても、飲食料品輸出

の増加などに後押しされながら、近年では国内総生産を増やしているほか、生産効率

を高めながら一人当たり生産額を増加させている。このような輸出も含めた国内食料

生産増加のメカニズムは、我が国の食料自給率上昇（対外食料依存の低減）には不可

欠である。 

 

（経済連携協定の利活用促進に向けた手続簡素化やＰＲを進める必要） 

これまでみたように、食料の対外依存のリスクを低減させるためには、①食料輸入

の安定化・多角化や②国内食料生産の強化及びそれを支える柱の一つとなる食料輸出

力強化が重要である。 

                                                  
23 図表に収まりきらないため、第３－３－31 図には掲載していない。 
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（備考）財務省「貿易統計」により作成。 
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TPP11

（22.4％）

日・EU EPA

（14.3％）

日米貿易協定

（19.7％）

その他EPA

（11.6％）

EPA非加盟国

（31.9％）

発効済ＥＰＡ

相手国

（68％）

（輸出：43％、輸入：71％）

食料貿易にも関連するが、我が国は様々な国・地域と経済連携協定24を締結し、関

税及び非関税障壁の低減に努めている。2019 年 12 月現在、22 か国・地域と 18 の経

済連携協定（ＥＰＡ）が発効・署名されており、それらの国・地域との食料貿易額が

我が国の食料貿易総額に占める割合（2018 年度）は７割弱を占めている（第３－３－

19 図）。ここでは、近年発効・署名されたＴＰＰ11、日欧ＥＰＡ、日米貿易協定の３

つの経済連携協定のうち、食料関連部分について紹介し、本項の締めくくりとしたい。 

 

第３－３－19 図 我が国の経済連携協定（ＥＰＡ）締結国との食料貿易割合 

我が国の食料貿易は、ＥＰＡ発効済み先との取引が７割弱を占める 

  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 近年発効された３つの経済連携協定のうち、最も早く合意提携に至ったのがＴＰＰ

11 である。同協定は、ベトナム、マレーシアなどのＡＳＥＡＮ諸国の一部とカナダ、

オーストラリア、メキシコなど計 11 カ国との間で合意し、2018 年 12 月に発効され

た。次いで、日ＥＵ・ＥＰＡは、ＥＵ加盟国（28 カ国、2019 年 12 月現在）との間で

合意し、2019 年２月に発効した。日米貿易協定は、2019 年 10 月に正式署名され、

2020 年１月に発効した。食料品輸出に関しては、協定加盟各国の事情はあるものの、

多くの品目で即時撤廃や数年の経過措置を経た後の撤廃が合意されている。他方、食

料品輸入については、日ＥＵ・ＥＰＡにおいて、ワインの輸入関税即時撤廃などはあ

るが、基本的には国家貿易制度や差額関税制度の維持やセーフガードの導入など、国

内生産者に配慮がなされている。なお、米については、日ＥＵ・ＥＰＡ及び日米貿易

協定において、関税削減・撤廃等からの「除外」を確保している（第３－３－20 図）。 

 

                                                  
24 経済連携協定（Economic Partnership Agreement、EPA）とは、関税の撤廃・削減（自由貿易

協定、FTA）だけでなく知的財産の保護や投資ルールの整備なども含めた協定。 

（備考）１．財務省「貿易統計」により作成。 

２．貿易金額は、2019 年 1 月～10 月実績。 
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締結前
［税率等］

合意内容
［税率等］

【協定】
締結前

［税率等］
合意内容

［税率等］

ベトナム 40% 即時撤廃 【TPP11】 豪州に対し国別枠設定

マレーシア 40% 11年目撤廃 【日米貿易協定】

【日EU・EPA】

カナダ 26.5% 6年目撤廃

メキシコ
枠外：20～25％

枠内：12～22.5％
10年目撤廃

【TPP11】

ベトナム ８～30％ 3年目撤廃 【日米貿易協定】

【日EU・EPA】 ＥＵ 12.80% 即時撤廃

【日EU・EPA】

【日米貿易協定】 米国 日本枠200トン
複数国枠（65,005トン）へ

のアクセス確保

【TPP11】 29.8％～40％

【日米貿易協定】

【日EU・EPA】

【TPP11】

【日米貿易協定】

【日EU・EPA】

カナダ 2.82～12.95セント/ℓ 即時撤廃

ベトナム 55% 3年目撤廃

メキシコ 20% 即時撤廃

ワイン 【日EU・EPA】 ＥＵ 15%ないし125円/ℓ 即時撤廃

焼酎 【TPP11】 カナダ 0.1228セント/ℓ 即時撤廃

ベトナム 20% 5年目撤廃

マレーシア 5% 即時撤廃

【日EU・EPA】 ＥＵ 7.7% 即時撤廃

ベトナム 33% 6年目撤廃

マレーシア 10% 即時撤廃

【日EU・EPA】 ＥＵ 7.7% 即時撤廃

【日米貿易協定】 米国 3.0% 5年目撤廃

品目

輸出 輸入

【協定】国・地域

米 【TPP11】
一次税率：なし

二次税率：341円/㎏ 現行維持

牛肉

【TPP11】

38.50%
16年目に9％まで低下

輸入急増に対するセーフガード

チーズ 【日EU・EPA】 ＥＵ 139.1～221.2ユーロ/㎏等 即時撤廃
一部製品について

段階的に16年目に関税撤廃・削減
数量枠増加22.4%～40％

バター 【日EU・EPA】 ＥＵ 189.6ユーロ/㎏等 即時撤廃 35％＋マークアップ

醤油

【TPP11】

－

関税については現状維持
米国以外で数量枠増加

清酒 【TPP11】 －

－

味噌
【TPP11】

－

－

第３－３－20 図 ＴＰＰ11、日ＥＵ・ＥＰＡ、日米貿易協定の主要食料品目の合意内容 

輸出品目はその多くで即時関税撤廃を実現。輸入目は、セーフガードなど国内生産者に配慮 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 我が国の食料輸入における経済連携協定の活用状況を確認すると、ＥＰＡの締結と

ともに活用率は上昇している。特に、2019 年２月に日ＥＵ・ＥＰＡが発行されると、

利活用率は大幅に高まった。ただし、食料貿易総額に占めるＥＰＡ締結国の比率が７

割弱（2020 年１月に発効された日米貿易協定を除けば５割弱）（第３－３－19 図）で

あるのに対し、実際にＥＰＡを活用して輸入している比率は３割程度にとどまってい

るため、今後は手続の簡素化やＰＲ活動による認知度向上などにより、より一層の利

用を促進し、対外食料依存のリスク低減に繋げることが期待される（第３－３－21

図）。 

 

 

 

 

 

（備考）農林水産省により作成。 
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第３－３－21 図 食料輸入における経済連携協定活用状況 

食料輸入において、経済連携協定の利用が活発化 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

第４節 まとめ 

 

本章では、人口減少が進む我が国の対外経済構造の変化と先行きの展望について、

国際収支の観点から整理し、貿易黒字が縮小する中でも、国内総生産（ＧＤＰ）に海

外からの所得と交易利得を加えた国民総所得（ＧＮＩ）の持続的な成長に向けた課題

について検討した。 

第１節では、我が国の対外経済構造の長期的な変化について確認した。長らく経常

収支の黒字要因となっていた貿易収支は、2000 年半ば以降、次第に黒字幅が縮小し、

このところ、第一次所得収支が黒字を支える構造に変化している。貿易収支の恒常的

な黒字が解消した背景には、新興国の台頭による比較優位の変化や世界全体の貿易の

停滞が挙げられるが、輸出数量が伸び悩むなかにあっても、財の高付加価値化は進ん

でいる。第一次所得収支の黒字拡大は、対外資産の大幅な増加によるが、我が国は 28

年連続で世界最大の純債権国となっている。 

第２節では、とりわけ総人口よりも生産年齢人口の減少が先に生じる我が国におい

て、その対外経済構造の将来像について、先行分析事例を中心に考察した。国際収支

の「発展段階説」によれば、我が国は「成熟した債権国」に差し掛かっており、その

後は最終段階として位置づけられる「債権取り崩し国」に向かうとみられる。この点

について、先行研究では、人口減少が進むと資本は海外に移動するなど、人口動態が

（備考）１．財務省「貿易統計」により作成。 

    ２．食料品（輸入品目分類第２類～第５類、第７類～第 13 類、第 15 類～第 24 類）の輸入総額のうち、 

財務省が公表している「経済連携協定（ＥＰＡ）の適用輸入実績」が占める割合。 

    ３．2019 年は９月までの総額。 
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